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表１ 金融機関破綻関連計数の推移 

出典：ＦＤＩＣ「Statistics At A Glance」 

機関数
資産合計
(10億ドル)

機関数
資産合計
(10億ドル)

機関数
資産合計
(10億ドル)

2007 8,534 76 22 3 2.6 0 0

2008 8,305 252 159 25 371.9 5 1,306.0

2009 8,012 702 403 140 169.7 8 1,917.5

2010 7,658 884 390 157 92.1 0 0

2011 7,357 813 319 92 34.9 0 0

2012（９月末） 7,181 694 262 43 9.5 0 0
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１．金融業界の経営動向 

 

(1) 一層の落着きをみせる金融機関破綻 

 2011 年の米国金融機関の破綻は表１のとおり、件数では前年の 157 件（1992 年以来年

間最多件数）から 92 件へと、減少に転じた。一方、破綻した金融機関の資産合計は 349

億ドルと、08年のピークから着実に減少してきた。さらに 12年は、９月末までの累計値

で破綻件数 43件、同資産合計 95億ドルと、一層の落着きをみせている。ＦＤＩＣではこ

れらの動向から、リーマン・ショックに端を発した金融危機からの回復は、緩やかながら

も着実に進んでいるものとみている。 

 他方、ＦＤＩＣの指定した、安全性・健全性における問題金融機関（ＣＡＭＥＬＳ総合

格付が「４」または「５」）数も、10 年末の 884 金融機関から 11 年末には 813 金融機関

へ、総資産額でも 3,900 億ドルから 3,190 億ドルへと減少に転じた。その後、12 年９月

末時点での問題金融機関数は、694機関、総資産 2,620 億ドルと、金融機関数、総資産額

とも、明確な減少傾向をみせている。しかし、その絶対的水準は歴史的にはなお高位にあ

ることから、ＦＤＩＣは引き続き警戒感をもって、状況を注目している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 回復に向かう業界収支動向 

2011 年通年の金融業界（ＦＤＩＣ被保険の 7,357 金融機関分）の収支は、1,195億ドル

の合計純利益を計上し、前年の年間純利益から 340 億ドルの増加をみた。これは、2006

年に記録的な純利益 1,452億ドルを計上してから後、最高の年間純利益である。これに伴
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い、年間の平均総資産収益率（ＲＯＡ）は、前年の 0.65％から 0.88％へと、2006 年以降

最高の年間ＲＯＡを記録した。しかも、全金融機関の 66.9％が前年を上回る純利益を計

上し、純損失を計上した金融機関は全体の 15.5％に留まるなど、収益回復の動きは金融

機関全体に広がっているものとみられる。 

 

業界の純利益改善についての主因は、与信の質の改善により損失引当金繰入額が減少し

たことである。被保険金融機関の融資・リースの損失引当金繰入額は、2010 年の引当額

を 811 億ドル（51.3％）下回る、総計 769 億ドルにとどまった。他方、総資金利ざやは

2010 年の 3.76％から 2011年は 3.60％へと低下し、正味利息収入は 75億ドル（1.7％)減

少した。また、非利息収入も、サービシング手数料収入の落込みなどを反映して 53 億ド

ル（2.3％）減少、逆に非利息支出は 198億ドル（5.1％）増加するなど、収支改善を阻む

要因となっている。ＦＤＩＣは、持続的な銀行業界の収益確保には、健全な与信に基づく

貸付の増加が欠かせないと考えている。 

 

２．ＦＤＩＣの対応と業務の動向 

 

 前記のとおり、2011 年は、金融危機の影響がピークアウトしたとはいえ、破綻件数の

水準はなお高く、しかも前年までに発生した破綻の処理も残り、ＦＤＩＣは引き続きその

対応に忙殺された。その一方で、ドッド‐フランク法に基づく、システミック・リスク上

重要な金融機関の破綻処理を初めとする、ＦＤＩＣの新たな責務の内容が具体化し、それ

に伴う規則制定や体制整備にも追われた。 

 その中にあって、新たな「回復プラン」のもと、「預金保険基金（ＤＩＦ）」の基金残高

は 2011 年第２四半期に、2009年第３四半期以来８四半期ぶりで黒字を回復することがで

きた。基金の準備金比率も、年初の△0.12％から年末にはプラスの 0.17％に上昇した。 

さらにＦＤＩＣでは、消費者保護の観点から、銀行サービスが十分に行き届いていない

国民層を金融の主流に導く活動に、かねてから精力的に取り組んでいるが、2011 年には

特に、コミュニティ銀行が米国金融システムにおいて果たしている役割に着目し、これに

対する理解を深めるための、関係者の会議や調査・分析等の取組みを開始した。 

ＦＤＩＣの人員体制は、この数年来の銀行破綻の増大に見合って、大幅に拡大している。

前記のとおり、破綻処理に伴う仕事量はまだ相当なボリュームを残すが、ＦＤＩＣではす

でに今後の沈静化を見越して、臨時出張所の廃止を含む体制の縮小を視野に入れている。 

 ＦＤＩＣの三大業務である「預金保険」「監督及び消費者保護」「管財業務管理」、及び

その他業務に関しての、2011年の主要な取組み事項は以下のとおりである。 
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(1) 預金保険 

法定準備金比率の設定 

ＦＤＩＣは、ドッド‐フランク法による、基金管理権限に対する修正を受けて、「法定

準備金比率（ＤＲＲ）」の目標値を 2.0％とする、包括的なＤＩＦの長期管理計画を 2010

年に策定した。これは、銀行危機のさなかにあっても基金残高をプラスに維持しながら、

景気循環による増幅効果を抑制する方向で、適度で安定した保険料率を実現することを意

図するものであった。 

ＦＤＩＣは、過去の基金の収入と損失の動向を分析した結果に基づき、2011 年に引き

続き 2012 年も、「法定準備金比率（ＤＲＲ）」を、推定付保預金の 2.0％とした。ＦＤＩ

Ｃでは、この 2.0％のＤＲＲが長期的な目標値であるとともに、過去の危機の規模と同程

度の、将来の危機に耐えるための必要最低限の水準であるとみている。 

なお、ドッド‐フランク法で義務づけられたとおり、ＦＤＩＣは 2010年 10月に、準備

金比率について 2020 年９月 30 日までに 1.35％を達成させる「回復プラン」を策定して

いる。 

 

大規模金融機関の負担割合が高まる保険料徴収ベースの変更 

ＦＤＩＣはドッド‐フランク法に従い、保険料徴収ベースを、これまでの「国内預金総

額」から、「連結総資産から有形株主資本を差し引いた平残」として定義し直す規則の修

正を完了した。少なくとも５年間は、新旧両保険料徴収ベースを使った準備金比率とＤＲ

Ｒが公開される。これに伴い、無担保債務やブローカー預金に関する、既存のリスク準拠

保険料率調整については、新たな保険料徴収ベースに基づくものに変更され、また担保付

負債の調整は廃止された。 

新しい保険料徴収ベースは、既存の徴収ベースより拡大するので、保険料徴収総額が、

既存の（国内預金）徴収ベースを使ったものとおよそ同額となるように、新しい料率を

2011 年の第２四半期から発効させた。 

 これらの変更により、相対的に国内預金による調達依存度の低い大規模金融機関による

保険料負担割合が、小規模金融機関に対し増大するという、制度変更の趣旨に沿った変化

が実現した。 

 

収入が損失を上回る見込みとなった暫定流動性保証プログラム 

08 年 10月、ＦＤＩＣは「暫定流動性保証プログラム（ＴＬＧＰ）」を公表・実施した。 

そのうち、決済性口座保証プログラム（ＴＡＧＰ：無利息の決済性口座及等へのＦＤＩ
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Ｃ全額保証）については、当初の最終日である 09 年 12 月末を２回延期して、2010 年末

に満了した。その後、ドッド‐フランク法に基づく暫定的な無制限の預金保険填補を、12

年 12 月末まで行っている。 

他方、債務保証プログラム（ＤＧＰ：新規の無担保優先債務へのＦＤＩＣの保証）につ

いては、実施期間中に 122法人がＴＬＧＰによる債務を発行し、ＦＤＩＣ保証付債務残高

は、最盛時にはおよそ 3,458億ドルであったが、11年 12月 31日現在では、1,674 億ドル

になった。 

これら両プログラムによりＦＤＩＣが徴収した手数料は合計 116億ドルであり、対する

累計推定損失額は 24 億ドルを下回っていることから、最終的に損失を上回る収入を計上

できるものと、ＦＤＩＣではみている。 

 

「複合金融機関室」を中心に遂行される大規模銀行プログラム 

2010 年に新設された、大規模で、システミック・リスク上重要な金融機関（ＳＩＦＩ）

の監督・監視に責任を持つ「複合金融機関室（ＯＣＦＩ）」は、2011年には複合金融機関

監視プログラムを策定し、これに基づいて、資産額が 1,000億ドル超の金融機関における、

主要なリスクと統制の問題についての、継続的な点検、分析、検査、及び評価を行ってい

る。また、ＦＤＩＣはＳＩＦＩの破綻処理権限を規定する「秩序だった清算の権限」の実

施に関する最終規則を承認し、その破綻処理に関する内部枠組みを完成させるとともに、

その実施に必要な能力の開発を開始した。加えてＦＤＩＣは、ＳＩＦＩが作成を義務づけ

られている、いわゆる「生前遺言（living will）」と呼ばれる、破綻処理と再建プランの作

成、提出等に関する規則を策定した。 

他方ＦＤＩＣは、総資産 100億～1,000億ドルのＩＤＩの行うリスク管理の監督責任部

署として、「リスク管理監督部」の内部に「中間層銀行局（ＭＴＢ）」を設置した。ＭＴＢ

は、ＦＤＩＣの地方事務所段階で運用されている大規模銀行監督プログラムの一貫性を確

保するために、監督・検査と分析支援を提供するとともに、全国にわたるリスク管理プロ

グラムの運用にも責任を持つ。 

 

(2) 監督及び消費者保護 

取組みの拡大する「経済的一体化の促進」 

 ＦＤＩＣでは、被保険金融機関の提供するサービスの、一般国民への浸透が依然として

不十分だと認識している。ＦＤＩＣはこの状況を把握するため、銀行取引のない人、不十

分な人についての２度目の調査を、「国勢調査局」との連携により実施した（初回は 2009

年）。 

iv 



 銀行サービスが行き届いていない人々を金融の主流に招き入れるため、様々な取組みが

実施されている。その中には、安全で低コストの決済性口座と普通預金を銀行が提供でき

る可能性を探る「安全口座モデル試験プログラム」の実施、ＦＤＩＣの「手ごろな小口ロ

ーン試験プログラム」の成果の普及促進を図る取組み、中・低所得地域における安全住宅

ローンのあり方についての検討、などが含まれる。 

 また、ＦＤＩＣでは、いくつかの市場圏において、行政、金融機関、地域社会組織など

を巻き込んだ「経済的一体化のための同盟（ＡＥＩ）」の結成を進め、この同盟の活動に

より、被保険金融機関における、これまで銀行取引のなかった人々による新規口座開設、

取引開始などに結び付けている。2011 年には、この同盟が結成されている市場圏が、14

地域から 17地域に拡大した。会員組織数も同年中に 44％増加して 1,613団体となり、年

間で 17 万を超える新規口座が開設された。 

 

消費者向け金融教育の拡大 

 ＦＤＩＣによる消費者向け金融教育の柱である「マネー・スマート」カリキュラムにつ

いては、経済における起業家の役割が拡大していることに鑑み、「中小企業局」との協働

により、中小企業向けプログラムのインストラクター主導版が開発された。また、若年層

向けインストラクター主導版へは、クレジット・カードに関する改正、当座貸越への事前

同意規則、高等教育のための資金手配など、金融面における変更、変化などを反映させた。 

さらに、「全米クレジット・ユニオン管理庁」と「米国教育省」との連携による、中・

低所得層の学生に対する金融教育と金融へのアクセス推進の取組みの一環として、教育省

助成金の受領機関への金融教育や、金融アクセス資材利用促進等を行った。 

 

地域社会開発活動の指導 

 ＦＤＩＣは、中小企業の成長及び雇用創出の重要性を、アメリカ経済の回復に不可欠な

要素と認識しており、前記のコミュニティ銀行に関する取組みのほかにも、地域社会開発

に関わる様々な会議、イベント、セミナー、アウトリーチ、専門的支援等を、多数開催な

いし参加した。 

 また、消費者が住宅等に対する担保処分を回避するとともに、それに関わる不正行為を

防止できるように、「ネイバーワークスⓇアメリカ」等と連携したアウトリーチ・イベン

トの開催や、研修システムの支援等も引き続き行った。 

 

その他 

 ＦＤＩＣは、その他の連邦銀行規制機関との連携により、金融機関の自己資本や流動性
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に関する規則制定や指針発出に取り組んだ。その中には、ストレス・テスト実施について

の指針、デリバティブのカウンターパーティの信用リスクについての指針などのほか、ド

ッド‐フランク法実施に伴う、店頭デリバティブ証拠金と自己資本についての規則、特定

のリテール外貨取引における要件についての規則、自己資本比率規制における先進的手法

の下限についての規則、ボルカー・ルールに関する規則、などの告示・制定等も含まれる。 

 さらに、個人情報の取扱告知に関する検査手順や「貸付真実法」実施に関する検査手順

の修正手順を発出するとともに、2010 年発出の「当座貸越支払プログラム監督指針」実

施についての問題に対処するための、テレビ会議の開催や「よくある質問」への文書によ

る回答の公表などを行った。 

 

(3) 管財業務管理 

 ＦＤＩＣ管理下の管財業務件数は、期首の 344件から期末には 431 件とさらに増加した

ものの、管財資産簿価は、ＦＤＩＣによる売却と回収の努力の結果、270 億ドルから 209

億ドルへと 23％低下した。11年の管財資産売却は、現金による売却が簿価で 11億ドルで

あったのに対し、仕組み取引による売却は未払い元本残高で 28 億ドル、証券化による売

却も 11 億ドルあった。 

 なお、大量の資産管理と売却の活動のため、受託業者への委託業務を広範に利用してい

るが、受託費用とその提出内容の品質が効果的に管理されるように、請求書査定チェック

リストや、受託業者の標準業績評価手順が策定されるなど、多くの改善がなされた。また、

少数民族や女性の経営する企業や法律事務所が、受託業務に参画するように促進する取組

みも行った。 

 

(4) 戦略的資源の効果的管理 

破綻処理業務の動向に焦点を合わせた人的資本管理 

2011 年にも、大量の金融機関破綻処理と問題金融機関への対処に必要な、一連の技能

保有者の雇用を重視した、要員計画と育成構想の強化が継続された。 

要員確保のためには、200名を超す、退職したＦＤＩＣの検査官や弁護士など専門家の

再雇用を始め、破綻金融機関職員や他組織の中堅検査官の一時採用などがなされた。また、

ドッド‐フランク法により閉鎖された「貯蓄金融機関監督局（ＯＴＳ）」の職員 95名の転

籍を、ＦＤＩＣは受け入れた。 

職員育成のためには、初級レベルの職員向けクロス･トレーニングによる育成プログラ

ム「公社職員プログラム」への参加を促進し、職員の柔軟性と準備態勢の構築を図った。

また特に検査官を対象とした学習と能力開発の素材として、「緊張を要するコミュニケー
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ション」と題するビデオ講座を全検査官に配付し、検査官が銀行経営陣と渡り合って意思

疎通する技量の向上を図った。 

他方で、2012 年以降は破綻銀行数が一層減少するとの見通しに基づき、金融危機に対

応して開設された臨時出張所を、2012 年１月以降順次閉鎖する計画も用意された。臨時

職員や期間契約職員が円滑に職場を離れることを支援するサービスも提供されることに

なっている。 

 

公社リスク管理室の設置 

 ＦＤＩＣは、ＦＤＩＣに対するリスクを評価、管理、軽減するための小規模な組織「公

社リスク管理室」を設置し、「最高リスク管理者」を任用した。このリスクの中には、営

業中の銀行に対する預金保険の提供者としてのリスク、閉鎖銀行における管財業務下の資

産に関連するリスク、マクロ経済・金融環境の変化がＦＤＩＣや被保険金融機関にもたら

すリスク、等々が含まれる。 

 

情報技術管理の改善・強化 

ＦＤＩＣは、増大する銀行閉鎖業務に対応して、閉鎖銀行の顧客機密情報に対するリス

クを識別し対処するため、銀行閉鎖手続に関する詳細評価を完了した。その結果は、2012

年の戦略目的に組み込まれる。加えてＦＤＩＣは、リスクにさらされているプライバシ

ー・データを識別し、情報、特に「社会保障番号」の紛失を防止するため、全社的ネット

ワークの監視を強化し、本部内の無通告実地検証も積極的に行った。 

また、銀行閉鎖の支援において、相当量の機密情報の処理が、第三者サービス提供業者

に委ねられる結果となったことから、閉鎖銀行の個人識別情報が、ＦＤＩＣのプライバシ

ー要件を踏まえて保護されるようにするため、機密情報の統制について、業者の査定を実

施した。加えてＦＤＩＣは、職員や受託業者向けに年に１度の「プライバシー[関係書類]

整理日」を設定し、保有する機密情報量の削減と、その結果としての、内外の個人、及び

ＦＤＩＣに対するリスクの引下げを図った。 

 

４．基金の収支・財務動向 

 

(1) 増益となった 11年の基金収支 

 2011 年のＤＩＦの収支は、前年を 57億ドル近く上回る、総額 192 億ドルの包括的利益

を計上した。増益となった主な要因は、支出及び損失において、保険損失引当金が 36 億

ドル減少したこと、収入においては、繰延収益に保持されていた「暫定流動性保証プログ
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　　（単位：百万ドル）  

収　入 24,706 13,380 16,342

うち 米国財務省証券利息 704 205 128

保険料 17,717 13,610 13,499

システミック・リスク収入 1,722 △ 673 △ 131

有価証券売却益 1,389 0 0

保証解約手数料 2,054 ― 0

｢暫定流動性保証プログラム｣収入 ― ― 2,570

支出及び損失 60,709 75 △ 2,915

うち 業務費用 1,271 1,593 1,625

システミック・リスク支出 1,722 △ 673 △ 131

保険損失引当金 57,712 △ 848 △ 4,414

純損益 △ 36,003 13,305 19,257

米国財務省証券投資の未実現損益 △ 2,108 △ 115 21

未実現退職後給付利益 △ 28 △ 16 △ 15

トラスト型優先証券の未実現利益 0 336 △ 85

包括的損益 △ 38,138 13,510 19,179

期末基金残高 △ 20,862 △ 7,352 11,827

2011年2010年2009年

ラム」手数料収入 26億ドルが、益金に計上されたこと、である（表２）。 

 保険損失引当金は、2009 年には現

在・将来の破綻からＤＩＦが被ると推

定される損失を反映した、大きな金額

が計上されたが、10年になると、以前

には破綻するとみられた金融機関の財

務状況の改善、及びすでに破綻した銀

行の推定損失額の調整が進み、偶発損

失準備が減殺されたため、引当金はマ

イナス計上されるに至り、11年にはさ

らにその状況が進んだものである。 

「暫定流動性保証プログラム（ＴＬ

ＧＰ）」は、2008年 10月のシステミッ

ク・リスクの決定に従い策定されたも

ので、ＦＤＩＣが保証と引き換えに受

け取った保証料は、ＴＬＧＰによる損失可能性に対し、繰延収益として保持されていた。

ＦＤＩＣは 2011年に、繰延収益として保有する手数料のうち 26億ドルについて、当初の

方針に従い、潜在的損失額の補填に必要な額を上回ると判定し、収入として計上した。 

 

(2) プラスを回復した準備金比率 

上記収支動向の結果、ＤＩＦの基金残

高は、2009年第４四半期をボトムに、赤

字幅を縮小し、2011年の第２四半期にな

ってようやくプラスに転じた。表３のと

おり、2011年末には、基金残高は 118 億

ドル（準備金比率 0.17％）となっており、

2012 年３月末では、基金残高 252億ドル

（準備金比率 0.35％）と、一層の回復を

みせている。 

こうした状況のもとで、前記のとおりＦＤＩＣは、2020年９月 30日までに 1.35％の準

備金比率を達成させる「回復プラン」を策定している。 

 

基金に対するリスクを特定し、管理するため、ＦＤＩＣでは新たに「最高リスク責任者」

表２ 預金保険基金（ＤＩＦ）の収支 

表３ 預金保険基金（DIF）主要係数の推移 

(単位：10億ドル)

年
（各年末時点）

基金残高
被保険預金

残高
準備金比率

（％）
基金の

推定損失額

2006 50.2 4,154 1.21 0

2007 52.4 4,292 1.22 0.20

2008 17.3 4,751 0.36 20.05

2009 △ 20.9 5,408 △ 0.39 37.02

2010 △ 7.4 6,308 △ 0.12 22.42

2011 11.8 6,982 0.17 8.02

2012（９月末） 25.2 7,251 0.35 2.30

viii 



を設置するとともに、リスク管理のための部門横断的な内部組織も立ち上げた。 

近年、大規模金融機関への金融資産の集中がますます進むなか、ドッド‐フランク法は、

システミック・リスク上重要な、銀行持株会社とノンバンク金融会社に対する「秩序だっ

た清算の権限」をＦＤＩＣに与えており、新設の「複合金融機関室（ＯＣＦＩ）」がその

機能を担っている。 

上記「回復プラン」の進捗を図るとともに、他の銀行規制機関と一層連携して、実効性

のあるリスク管理に取り組むことが、基金にとっての重要な課題となろう。 

以上 
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《 凡 例 》 

 

１．本文中の[   ]は、訳注 

２．イニシアル大文字の固有名詞には「   」を付けた 

   ただし、 

  ① 人名、地名には付けない 

  ② 再出など煩雑になる場合、及び著名なものの場合も付けない 

  ③ 図書、雑誌名は『  』とした。ただし、報告書は「     」 

３．原文にある執筆者への謝辞等は割愛した 

                                  以上 

x 



《カタカナ語（意味説明別掲分）》 

 

アウトリーチ 

 地域社会等に手を差し伸べる活動（現場出張サービス、地域奉仕活動など） 

アサーション 

 経営者の主張 

e‐ラーンニング 

 コンピューター・ネットワークを介した教育 

エクスポージュア 

 リスクにさらされている金融資産（額）／(金融資産)リスク 

エスクロー 

 条件付証書［第三者に預け、一定条件が成就した場合に証書としての効力が生ずる

もの］ 

オペレーショナル・リスク 

 事務処理に伴うリスク 

カウンターパーティ 

 取引の相手方 

カストディアル銀行 

 顧客に代わり有価証券等の管理を行う銀行 

グラム‐リーチ‐ブライリー法 

 銀行‐証券分離の撤廃を決めた米国金融制度改革法（1999年） 

コール・レポート 

 連銀への定期報告書／業務報告書 

サービシング／サービサー 

 金融資産の移転、回収／サービシング業者 

システミック・リスク 

 個別の金融機関の支払不能等や、特定の市場または決済システム等の機能不全が、

他の金融機関、他の市場、または金融システム全体に波及するリスク 

ジニー・メイ 

 政府抵当金庫（政府系の住宅ローン証券化機関） 

ジョブ・エイド 

 業務遂行に役立つ情報を使いやすい形で、情報を必要とする人に提供するアプリケ

ーション・システム 

ツール・キット 

 特定作業用のソフトウエア補助資材の一式 

デリバティブ 

 金融派生商品（スワップ、オプションなど、元本の移動を伴わない金融商品の総称） 
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ネイバー・ワークスⓇ・アメリカ 

 コミュニティに基盤をおく近隣再活性化への取組みに対し、財政的な援助、技術的

な支援、トレーニングなどを提供する、連邦議会認可の非営利全国組織 

バンカーズ・バンク 

 米国のコミュニティ銀行に金融サービスを提供する銀行 

ファニー・メイ 

 連邦抵当銀行（米国政府支援の住宅ローン債権投資機関の１つ） 

プライベート・エクイティ・ファンド 

 企業に投資をして、企業価値を高めた後に売却し利益を得ることを目的とした投資

ファンド 

フレディ・マック 

 連邦住宅貸付抵当公社（米国政府支援の住宅ローン債権投資機関の１つ） 

ブレンディッド・ラーニング 

 対面学習とe‐ラーンニングの組み合わせ 

プロシクリカリティ 

 景気循環増幅効果 

べーシス・ポイント（bp） 

 証券の利回りを表すときの0.01％＝毛 

ホーム・エクィティ・ライン・オブ・クレジット 

 持ち家の純資産価値を担保として与信枠を設定し、その枠内で、デビットカードや

小切手により繰り返し借り入れできる口座 

ボルカー・ルール 

 商業銀行による、ヘッジ・ファンドやプライベート・エクイティ・ファンドへの投

資や、その所有・経営等の禁止、及び、自己勘定トレーディングの禁止を行う規制 

マクロ・プルーデンス 

 金融システム全体の信用秩序の維持 

リスク・プレミアム 

 インターバンク市場等において、資金の取り手のリスクの大きさに対して支払われ

る対価 

リスク・プロファイル 

 各リスクが有する特徴を表す、様々な要素により構成されるものの総称（日本の「金

融検査マニュアル」の定義） 

リテラシー 

 活用する能力（「読み書きの能力」が本来の意味） 

リバース・モーゲージ 

 所有する住宅を担保としてローンを受け、死後担保住宅を処分して返済するローン

商品 

ワークショップ 

 研究集会 

                                                             以上 
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《 頭 文 字 略 称  一 覧 》  

 

ＡＥＩ 経済的一体化のための同盟 

ＡＭＬ     反マネー・ロンダリング 

ＡＳＢＡ   米州銀行監督者協会 

ＡＳＣ 会計基準編纂書 

ＢＣＢＳ バーゼル銀行監督委員会 

ＢＩＦ     銀行保険基金 

ＢＳＡ     銀行秘密保持法 

Ｃ＆Ｉ 商工業者 

ＣＡＭＥＬＳ 統一銀行格付（制度）。自己資本（Capital）の充実度、資産

（Assets）の質、経営陣（Management）の能力、収益（Earnings）

の質と水準、流動性（Liquidity）の適正度、及び市場リスク感

応度（Sensitivity）の各頭文字を集めたもの 

ＣＦＩ 複合金融機関 

ＣＦＯ 最高財務責任者 

ＣＦＰＢ 消費者金融保護局（ＦＲＢ内の独立機関で、2010年新設） 

ＣＦＴ    反テロリズム資金調達 

ＣＰＰ    資本注入プログラム 

ＣＲＡ     地域再投資法 

ＣＲＯ 最高リスク責任者（ＦＤＩＣの新設職位） 

ＤＣＰ 預金者・消費者保護部（ＦＤＩＣの新設部署） 

ＤＦＡ ドッド‐フランク法 

ＤＧＰ    債務保証プログラム 

ＤＩＦ 預金保険基金 

ＤＩＮＢ （払戻しを専門に行う）預金保険銀行 

ＤＩＲ 保険・調査部（ＦＤＩＣの部署） 

ＤＯＪ     米国司法省 

ＤＲＲ     法定準備金比率 

ＤＲＲ     破綻処理・管財部（ＦＤＩＣの部署） 

ＥＤＩＥ   電子預金保険推計 

ＦＡＳＢ    財務会計基準審議会 

ＦＦＢ     連邦資金調達銀行 

ＦＦＩＥＣ 連邦金融機関検査協議会 

ＦＩＬ    金融機関向け書簡 

ＦｉｎＣＥＮ 金融犯罪取締執行ネットワーク 

ＦＩＲＲＥＡ  金融機関改革救済執行法（1989） 
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ＦＭＦＩＡ   連邦管理官財務責任法（1982） 

ＦＲＦ     ＦＳＬＩＣ整理基金 

ＦＲＦ-ＦＳＬＩＣ ＦＳＬＩＣの解散時にＦＲＦに移転された資産・負債プール 

ＦＲＦ-ＲＴＣ ＲＴＣの終結時にＦＲＦに移転された資産・負債プール 

ＦＳＢ 金融安定理事会 

ＦＳＬＩＣ   連邦貯蓄貸付保険公社 

ＦＳＯＣ 金融安定監督評議会（2010年新設） 

ＧＡＡＰ    一般に認められた会計原則 

ＧＡＯ     米国行政監査局 

ＩＡＤＩ   国際預金保険協会 

ＩＤＩ 被保険預金取扱金融機関 

ＬＩＤＩ 大規模被保険預金取扱金融機関 

ＬＬＣ 合同会社 

ＭＤＩ    少数民族の預金取扱金融機関 

ＭＯＵ     （了解）覚書 

ＭＰ３ 携帯型プレーヤーで使われるデータ圧縮方式 

ＭＴＢ 中間層銀行局（ＦＤＩＣの新設部署） 

ＭＷＯＢ 少数民族・女性経営の企業 

ＮＣＯ 正味償却額 

ＮＯＷ 譲渡可能支払指図書（利息付当座預金の払戻書） 

ＮＰＲ    規則制定案の告示 

ＯＣＣ 通貨監督局 

ＯＣＦＩ 複合金融機関室（ＦＤＩＣの新設部署） 

ＯＩＧ 監察総監室（ＦＤＩＣの部署） 

ＯＭＷＩ 少数民族及び女性の参画推進室（ＦＤＩＣの新設部署） 

ＯＰＭ     米国人事管理局 

ＯＴＳ     貯蓄金融機関監督局（2010年廃止） 

Ｐ＆Ａ    資産・負債承継 

ＲＥＦＣＯＲＰ 整理資金調達公社 

ＲＭＳ リスク管理監督部（ＦＤＩＣの新設部署） 

ＲＴＣ     整理信託公社 

ＳＡＩＦ    貯蓄組合保険基金 

ＳＩ 機密情報 

ＳＩＦＩ システミック・リスク上重要な金融機関 

ＳＬＡ 損失分担契約 

ＳＳＧＮ 仕組み取引による売却におけるＦＤＩＣ保証付き債券 
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ＴＡＧ（ＴＡＧＰ）  決済性口座保証プログラム 

Tier１ 自己資本の基本的項目。資本金、法定準備金、利益剰余金など 

ＴＩＰＳ   インフレ連動財務省証券 

ＴＬＧＰ   暫定流動性保証プログラム 

ＴｒｕＰｓ トラスト型優先証券（資金調達目的で設立した金融子会社（ビ

ジネス・トラスト）の発行する優先証券で、これにより親会社

の劣後債を引き受けるもの） 

ＶＩＥ 変動持分事業体 

 

以上 
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※ 「ドッド‐フランク・ウォールストリート改革及び消費者保護法（ドッド‐フランク法）」は、2010年12月31日か

らの２年間、無利息の決済性口座に対し、暫定的な無制限の填補を規定している。填補限度は、「2008年緊急経済安

定化法」によって認可された一時的な増加を反映していない。特定の退職金口座についての填補は、2006年に25万

ドルに引き上げられた。1934年１月１日から６月30日までの当初の填補限度は、2,500ドルであった。 

※※ 2010 年第４四半期以降の付保預金の推定は、ドッド‐フランク法による、無利息の決済性口座への暫定的な無制限

の填補を含んでいる。1989年より前の計数は、「銀行保険基金（ＢＩＦ）」に関するもののみであり、外国銀行の被保

険支店を除く。1989年から2005年の計数は、ＢＩＦと「貯蓄組合保険基金（ＳＡＩＦ）」の金額の合計を表し、2006

年から2011年の計数はＤＩＦに関するものである。1989年から2011年の数値は外国銀行の被保険支店を含んでいる。

1991年末より前は、付保預金は、６月の「コール・レポート」と「貯蓄金融機関財務報告書」から決定される割合を

用いて推定された。 
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預金保険基金の収入及び支出 1933年９月11日の業務開始～2011年12月31日

（単位：百万ドル）

計 保険料収入 保険料控除
投　 資
その他

実   効
保険料率

計 損失引当金 管理及び
業務費用

利払い 及び
その他

保険費用

ＦＳＬＩＣ
整理基金

からの繰入

合計 172,116.7 115,379.3 11,392.7 68,718.9    161,430.1 130,481.0 21,356.9 9,592.2 139.5 10,826.1

2011 16,342.0 13,499.5 0.9 2,843.4 0.1110% △ 2,915.4 △ 4,413.6 1,625.4 △ 127.2 0 19,257.4

2010 13,379.9 13,661.2 0.8 △ 230.5 0.1772% 75.0 △ 847.8 1,592.6 △ 669.8 0 13,304.9

2009 24,706.4 17,865.4 148.0 6,989.0 0.2332% 60,709.0 57,711.8 1,271.1 1,726.1 0 △ 36,002.6

2008 7,306.3 4,410.4 1,445.9 4,341.8 0.0418% 44,339.5 41,838.8 1,033.5 1,467.2 0 △ 37,033.2

2007 3,196.2 3,730.9 3,088.0 2,553.3 0.0093% 1,090.9 95.0 992.6 3.3 0 2,105.3

2006 2,643.5 31.9 0.0 2,611.6 0.0005% 904.3 △ 52.1 950.6 5.8 0 1,739.2

2005 2,420.5 60.9 0.0 2,359.6 0.0010% 809.3 △ 160.2 965.7 3.8 0 1,611.2

2004 2,240.3 104.2 0.0 2,136.1 0.0019% 607.6 △ 353.4 941.3 19.7 0 1,632.7

2003 2,173.6 94.8 0.0 2,078.8 0.0019% △ 67.7 △ 1,010.5 935.5 7.3 0 2,241.3

2002 1,795.9 107.8 0.0 2,276.9 0.0023% 719.6 △ 243.0 945.1 17.5 0 1,076.3

2001 2,730.1 83.2 0.0 2,646.9 0.0019% 3,123.4 2,199.3 887.9 36.2 0 △ 393.3

2000 2,570.1 64.3 0.0 2,505.8 0.0016% 945.2 28.0 883.9 33.3 0 1,624.9

1999 2,416.7 48.4 0.0 2,368.3 0.0013% 2,047.0 1,199.7 823.4 23.9 0 369.7

1998 2,584.6 37.0 0.0 2,547.6 0.0010% 817.5 △ 5.7 782.6 40.6 0 1,767.1

1997 2,165.5 38.6 0.0 2,126.9 0.0011% 247.3 △ 505.7 677.2 75.8 0 1,918.2

1996 7,156.8 5,294.2 0.0 1,862.6 0.1622% 353.6 △ 417.2 568.3 202.5 0 6,803.2

1995 5,229.2 3,877.0 0.0 1,352.2 0.1238% 202.2 △ 354.2 510.6 45.8 0 5,027.0

1994 7,682.1 6,722.7 0.0 959.4 0.2192% △ 1,825.1 △ 2,459.4 443.2 191.1 0 9,507.2

1993 7,354.5 6,682.0 0.0 672.5 0.2157% △ 6,744.4 △ 7,660.4 418.5 497.5 0 14,098.9

1992 6,479.3 5,758.6 0.0 720.7 0.1815% △ 596.8 △ 2,274.7 614.8 1,063.1 35.4 7,111.5

1991 5,886.5 5,254.0 0.0 632.5 0.1613% 16,925.3 15,496.2 326.1 1,103.0 42.4 △ 10,996.4

1990 3,855.3 2,872.3 0.0 983.0 0.0868% 13,059.3 12,133.1 275.6 650.6 56.1 △ 9,147.9

1989 3,496.6 1,885.0 0.0 1,611.6 0.0816% 4,352.2 3,811.3 219.9 321.0 5.6 △ 850.0

1988 3,347.7 1,773.0 0.0 1,574.7 0.0825% 7,588.4 6,298.3 223.9 1066.2 0 △ 4,240.7

1987 3,319.4 1,696.0 0.0 1,623.4 0.0833% 3,270.9 2,996.9 204.9 69.1 0 48.5

1986 3,260.1 1,516.9 0.0 1,743.2 0.0787% 2,963.7 2,827.7 180.3 △ 44.3 0 296.4

1985 3,385.5 1,433.5 0.0 1,952.0 0.0815% 1,957.9 1,569.0 179.2 209.7 0 1,427.6

1984 3,099.5 1,321.5 0.0 1,778.0 0.0800% 1,999.2 1,633.4 151.2 214.6 0 1,100.3

1983 2,628.1 1,214.9 164.0 1,577.2 0.0714% 969.9 675.1 135.7 159.1 0 1,658.2

1982 2,524.6 1,108.9 96.2 1,511.9 0.0769% 999.8 126.4 129.9 743.5 0 1,524.8

1981 2,074.7 1,039.0 117.1 1,152.8 0.0714% 848.1 320.4 127.2 400.5 0 1,226.6

1980 1,310.4 951.9 521.1 879.6 0.0370% 83.6 △ 38.1 118.2 3.5 0 1,226.8

1979 1,090.4 881.0 524.6 734.0 0.0333% 93.7 △ 17.2 106.8 4.1 0 996.7

1978 952.1 810.1 443.1 585.1 0.0385% 148.9 36.5 103.3 9.1 0 803.2

1977 837.8 731.3 411.9 518.4 0.0370% 113.6 20.8 89.3 3.5 0 724.2

1976 764.9 676.1 379.6 468.4 0.0370% 212.3 28.0 180.4 3.9 0 552.6

1975 689.3 641.3 362.4 410.4 0.0357% 97.5 27.6 67.7 2.2 0 591.8

純利益
（損失）

収　　　　　入

年

支 出 及 び 損 失
※1 ※２

※3

※4
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預金保険基金の収入及び支出　（続き） 1933年９月11日の業務開始～2011年12月31日

（単位：百万ドル）

計 保険料収入 保険料控除
投　 資
その他

実   効
保険料率

計 損失引当金 管理及び
業務費用

利払い 及び
その他

保険費用

ＦＳＬＩＣ
整理基金

からの繰入

1974 668.1 587.4 285.4 366.1 0.0435% 159.2 97.9 59.2 2.1 0 508.9

1973 561.0 529.4 283.4 315.0 0.0385% 108.2 52.5 54.4 1.3 0 452.8

1972 467.0 468.8 280.3 278.5 0.0333% 59.7 10.1 49.6 6.0 0 407.3

1971 415.3 417.2 241.4 239.5 0.0345% 60.3 13.4 46.9 0.0 0 355.0

1970 382.7 369.3 210.0 223.4 0.0357% 46.0 3.8 42.2 0.0 0 336.7

1969 335.8 364.2 220.2 191.8 0.0333% 34.5 1.0 33.5 0.0 0 301.3

1968 295.0 334.5 202.1 162.6 0.0333% 29.1 0.1 29.0 0.0 0 265.9

1967 263.0 303.1 182.4 142.3 0.0333% 27.3 2.9 24.4 0.0 0 235.7

1966 241.0 284.3 172.6 129.3 0.0323% 19.9 0.1 19.8 0.0 0 221.1

1965 214.6 260.5 158.3 112.4 0.0323% 22.9 5.2 17.7 0.0 0 191.7

1964 197.1 238.2 145.2 104.1 0.0323% 18.4 2.9 15.5 0.0 0 178.7

1963 181.9 220.6 136.4 97.7 0.0313% 15.1 0.7 14.4 0.0 0 166.8

1962 161.1 203.4 126.9 84.6 0.0313% 13.8 0.1 13.7 0.0 0 147.3

1961 147.3 188.9 115.5 73.9 0.0323% 14.8 1.6 13.2 0.0 0 132.5

1960 144.6 180.4 100.8 65.0 0.0370% 12.5 0.1 12.4 0.0 0 132.1

1959 136.5 178.2 99.6 57.9 0.0370% 12.1 0.2 11.9 0.0 0 124.4

1958 126.8 166.8 93.0 53.0 0.0370% 11.6 0.0 11.6 0.0 0 115.2

1957 117.3 159.3 90.2 48.2 0.0357% 9.7 0.1 9.6 0.0 0 107.6

1956 111.9 155.5 87.3 43.7 0.0370% 9.4 0.3 9.1 0.0 0 102.5

1955 105.8 151.5 85.4 39.7 0.0370% 9.0 0.3 8.7 0.0 0 96.8

1954 99.7 144.2 81.8 37.3 0.0357% 7.8 0.1 7.7 0.0 0 91.9

1953 94.2 138.7 78.5 34.0 0.0357% 7.3 0.1 7.2 0.0 0 86.9

1952 88.6 131.0 73.7 31.3 0.0370% 7.8 0.8 7.0 0.0 0 80.8

1951 83.5 124.3 70.0 29.2 0.0370% 6.6 0.0 6.6 0.0 0 76.9

1950 84.8 122.9 68.7 30.6 0.0370% 7.8 1.4 6.4 0.0 0 77.0

1949 151.1 122.7 0.0 28.4 0.0833% 6.4 0.3 6.1 0.0 0 144.7

1948 145.6 119.3 0.0 26.3 0.0833% 7.0 0.7 6.3 0.0 0 138.6

1947 157.5 114.4 0.0 43.1 0.0833% 9.9 0.1 9.8 0.0 0 147.6

1946 130.7 107.0 0.0 23.7 0.0833% 10.0 0.1 9.9 0.0 0 120.7

1945 121.0 93.7 0.0 27.3 0.0833% 9.4 0.1 9.3 0.0 0 111.6

1944 99.3 80.9 0.0 18.4 0.0833% 9.3 0.1 9.2 0.0 0 90.0

1943 86.6 70.0 0.0 16.6 0.0833% 9.8 0.2 9.6 0.0 0 76.8

1942 69.1 56.5 0.0 12.6 0.0833% 10.1 0.5 9.6 0.0 0 59.0

1941 62.0 51.4 0.0 10.6 0.0833% 10.1 0.6 9.5 0.0 0 51.9

1940 55.9 46.2 0.0 9.7 0.0833% 12.9 3.5 9.4 0.0 0 43.0

1939 51.2 40.7 0.0 10.5 0.0833% 16.4 7.2 9.2 0.0 0 34.8

1938 47.7 38.3 0.0 9.4 0.0833% 11.3 2.5 8.8 0.0 0 36.4

1937 48.2 38.8 0.0 9.4 0.0833% 12.2 3.7 8.5 0.0 0 36.0

1936 43.8 35.6 0.0 8.2 0.0833% 10.9 2.6 8.3 0.0 0 32.9

1935 20.8 11.5 0.0 9.3 0.0833% 11.3 2.8 8.5 0.0 0 9.5

1933/34 7.0 0 0.0 7.0 N/A 10.0 0.2 9.8 0.0 0 △ 3.0

純利益
（損失）

収　　　　　入

年

支 出 及 び 損 失
※1 ※２

※5

※6

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

174 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 計数は、1990年より前はＢＩＦの被保険金融機関だけを表し, 1990年から 2005年まではＢＩＦとＳＡＩＦの被保険金融

機関を表し、2006 年からはＤＩＦの被保険金融機関を表している。1995 年以降、すべての貯蓄金融機関の閉鎖がＦＤＩ

Ｃの責任となり、数値はＳＡＩＦに反映されている。実効保険料率は、年間保険料収入（保険料控除差引後）から、「金

融公社（ＦＩＣＯ）」「整理資金調達公社（ＲＥＦＣＯＲＰ）」及び「ＦＳＬＩＣ 整理基金」への移転を差し引いたものを、

４四半期の平均保険料徴収ベースで除して計算される。1950年から1984年の実効保険料率は、これらの年に提供された

保険料控除のため、法定料率0.0833％と異なっていた。法定料率は1990年に0.12％に引き上げられ、1991年には最低料

率として0.15％に引き上げられた。1991年と1992年の実効保険料率は、ＦＤＩＣが必要なとき法定料率を超えて保険料

を引き上げる新しい権限を行使したため、[法定料率と]異なっていた。1993年以降は、実効保険料率は金融機関が0.23％

から 0.31％までの範囲で保険料を支払うリスク準拠保険料システムに基づいていた。1995 年５月に、ＢＩＦは法定の基

金再充足水準である1.25％を達成した。その結果、1995年６月に発効したＢＩＦ保険料率は、付保対象預金の0.04％か

ら0.31％までの範囲に引き下げられ、1995年９月に合計で15億ドルの保険料の払戻しが行われた。ＢＩＦの保険料率は、

付保対象預金の０％から0.27％までの範囲に再び引き下げられ、1996年初に発効した。1996年にＳＡＩＦは、45億ドル

の１回限りの特別保険料の徴収を実施した。それに続いて、ＳＡＩＦの保険料率はＢＩＦと同じ範囲に下げられ、1996年

10月に発効した。この料率の範囲は 2006年まで両基金ともに変わらず維持された。「2005年連邦預金保険改革法」の施

行の一環として、保険料率が付保対象預金の0.05％から0.43％までの範囲に引き上げられ、2007年初に発効したが、多

くの金融機関が、新たな保険料と相殺するための１回限りの保険料控除(合計で47億ドル)を受けた。2008年10月16日、

「ＦＤＩＣ理事会（以下「理事会」）」は、2009年第１四半期に対する保険料率を、付保対象預金の0.12％から0.50％の

範囲に、暫定的に引き上げる最終規則を承認した。2009年２月27日、理事会は、当初の基準保険料率の範囲を、付保対

象預金の0.12％から0.45％と設定する、2009年４月１日発効の最終規則を承認した。2009年６月30日に、特別保険料

が、すべての被保険銀行・貯蓄金融機関に課され、それは総額およそ 54億ドルとなった。特別保険料は 8,106金融機関

（資産額９兆3,000億ドル）に対しては、各金融機関の「資産マイナスTier１自己資本」の５bpになった。その他の89

金融機関（資産額４兆ドル）については、特別保険料の上限が、第２四半期の保険料徴収ベースの10bpに制限された。 

※２ 「損益計算書及び基金残高」で業務費用として計上されているこれらの費用は、法人格としてのＦＤＩＣのみに属するものであり、ＦＤＩ

Ｃによって管理されている破綻銀行管財人に請求される費用を含まない。管財業務費用は貸借対照表の「破綻処理からの受取債権(正味)」

欄の一部として計上されている。この報告書の167ページにある「ＦＤＩＣの支出」のグラフと説明に表示されている情報は、ＦＤＩＣの

総支出（一般業務及び管財業務）を示している。 

※３ 特定の退職後給付に係る会計処理の変更の累積効果２億1,000万ドルを含む。 

※４ 政府証券に係る純損失１億600万ドルを含む。 

※５ この額は1933年から1972年までの利息及びその他の保険費用を計上している。 

※６ 1933年と1948年の間の株主資本に対する利払い相当額合計8,100万ドルを含む。 
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財務困難なため買取または閉鎖された被保険貯蓄金融機関の数、資産、預金、損失、基金損失

1989～1995年　　

（単位：千ドル）

748 393,986,574 317,501,978 75,979,051 81,577,711

2 423,819 414,692 28,192 27,750

2 136,815 127,508 11,472 14,599

10 6,147,962 4,881,461 267,595 65,212

59 44,196,946 34,773,224 3,287,038 3,832,275

144 78,898,904 65,173,122 9,235,975 9,734,271

213 129,662,498 98,963,962 16,063,752 19,258,646

318 134,519,630 113,168,009 47,085,027 48,644,958

管財人に係る
推定損失額

基金に係る損失額

1990

1989

年 合　　計

1994

1993

1992

1991

資　　産 預　　金

計

1995

※※※※※

※※※※

※

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 1989年から1995年７月１日まで、貯蓄金融機関の閉鎖はすべて整理信託公社（ＲＴＣ）の責任であっ

た。ＲＴＣが1995年12月31日に業務終了し、すべての資産・負債がＦＳＬＩＣ整理基金（ＦＲＦ）

に移転したので、1989年から1995年までの貯蓄金融機関閉鎖活動の結果はすべて、現在、ＦＲＦの帳

簿に計上されている。「年」は破綻の年であり、破綻処理の年を示すものではない。 

※※ 推定損失額は、ＦＲＦの未収代位請求権ならびにＦＲＦからの管財人に対する未払い前払金に係る、管

財人からもたらされる基金レベルでの見込損失を表す。 

※※※ 「基金に係る損失額」は、ＦＲＦ‐ＲＴＣ基金における破綻貯蓄金融機関の破綻処理費用合計を表す。

これには、管財人に係る推定損失に加え、「連邦資金調達銀行」の債務に係る支払利息、エスクロー預託

された基金に係る支払利息、及び管財人への前払金に係る受取利息、等の公社の収入と支出の科目を含

んでいる。 

※※※※ 1989年の合計は、旧ＦＳＬＩＣの９件の破綻を含んでいない。 
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2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

[一部]資産買取及び全預金承継
The First National Bank of Davis The Pauls Valley National Bank

Davis, OK Pauls Valley, OK

銀行の全資産買取及び全預金承継

First Southern Bank

Boca Raton, FL

Legacy Bank Enterprise Bank and Trust

Scottsdale, AZ St. Louis, MO

Oglethorpe Bank Bank of the Ozarks

Brunswick, GA Little Rock, AR

Community South Bank and
Trust

CertusBank, National
Association

Easley, SC Easley, SC

The Bank of Asheville First Bank

Asheville, NC Troy, NC

United Western Bank
First-Citizens Bank and Trust
Company

Denver, CO Raleigh, NC

Evergreen State Bank MacFarland State Bank

Stoughton, WI McFarland, WI

First Community Bank U.S. Bank, National

Taos, NM Association

Minneapolis, MN

First State Bank Bank 7

Camargo, OK Oklahoma City, OK

American Trust Bank Renasant Bank

Roswell, GA Tupelo, MS

Community First Bank Northbrook Bank and

Chicago, IL Trust Company

Northbrook, IL

North Georgia Bank BankSouth

Watkinsville, GA Greensboro, GA

Badger State Bank Royal Bank

Cassville, WI Elroy, WI

Canyon National Bank Pacific Premier Bank

Palm Springs, CA Costa Mesa, CA

Peoples State Bank First Michigan Bank

Hamtramck, MI Troy, MI

Sunshine State Community
Bank

Premier American

Port Orange, FL Bank, N.A.

Miami, FL

Charter Oak Bank Bank of Marin

Napa, CA Novato, CA

N 2,334 90,183 68,331 117,515 25,925 2003/11/11

First Commercial Bank of
Florida Orlando, FL

SM 14,657 578,638 537,223 532,370 113,687 2001/7/11

NM 1,262 136,446 119,685 115,300 39,529 2001/7/11

NM 8,414 211,149 201,369 199,988 77,875 01/14/11

NM 13,832 340,986 314,250 321,432 65,732 01/21/11

NM 10,489 204,925 199,394 194,360 58,361 01/21/11

SA 6,388 2,153,690 1,535,194 1,628,067 372,785 01/21/11

NM 7,084 240,949 193,694 193,625 37,690 01/28/11

SM 81,640 2,188,154 1,847,851 1,815,138 299,150 01/28/11

NM 1,528 44,546 41,204 43,105 35,122 01/28/11

NM 4,260 238,205 222,161 225,382 79,591 2002/4/11

SM 1,404 51,083 49,504 50,032 17,456 2002/4/11

NM 3,833 153,172 139,672 137,002 54,619 2002/4/11

NM 5,386 83,828 78,549 77,786 20,798 2002/11/11

N 9,588 210,859 205,285 205,839 19,065 2002/11/11

NM 21,775 390,524 389,868 388,437 134,570 2002/11/11

NM 8,387 125,531 116,715 111,658 34,884 2002/11/11

NM 2,416 120,833 105,309 100,297 25,905 02/18/11

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合
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2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関（続き）

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

Citizens Bank of Effingham Heritage Bank of the South

Springfield, GA Albany, GA

Habersham Bank SCBT National Association

Clarkesville, GA Orangeburg, SC

San Luis Trust Bank, FSB First California Bank

San Luis Obispo, CA Westlake Village, CA

Valley Community Bank First State Bank

St. Charles, IL Mendota, IL

Legacy Bank Seaway Bank and

Milwaukee, WI Trust Company

Chicago, IL

The Bank of Commerce Advantage National

Wood Dale, IL Bank Group

Elk Grove Village, IL

Nevada Commerce Bank City National Bank

Las Vegas, NV Los Angeles, CA

Western Springs National
Bank and Trust

Heartland Bank and

Western Springs, IL Trust Company

Bloomington, IL

Bartow County Bank Hamilton State Bank

Cartersville, GA Hoschton, GA

Heritage Banking Group Trustmark National Bank

Carthage, MS Jackson, MS

New Horizons Bank Citizens South Bank

East Ellijay, GA Gastonia, NC

Nexity Bank Alostar Bank of Commerce

Birmingham, AL Birmingham, AL

Rosemount National Bank Central Bank

Rosemount, MN Stillwater, MN

Superior Bank Superior Bank, N.A.

Birmingham, AL Birmingham, AL

Community Central Bank Talmer Bank & Trust

Mount Clemens, MI Troy, MI

Cortez Community Bank Premier American

Brooksville, FL Bank, N.A.

Miami, FL

First Choice Community Bank Bank of the Ozarks

Dallas, GA Little Rock, AR

First National Bank of
Central Florida

Premier American

Winter Park, FL Bank, N.A.

Miami, FL

NM 11,329 214,275 206,490 208,501 55,387 02/18/11

NM 21,586 387,681 339,934 342,242 121,456 02/18/11

SA 3,993 332,596 272,216 272,049 96,403 02/18/11

NM 6,176 123,774 124,179 123,022 30,277 02/25/11

SM 4,761 190,418 183,309 199,694 53,309 2003/11/11

NM 3,139 163,074 161,379 165,795 47,322 03/25/11

NM 1,601 135,064 128,573 130,778 39,818 2004/8/11

N 6,870 186,677 182,441 185,555 32,523 2004/8/11

NM 20,216 314,019 290,005 290,241 78,302 04/15/11

NM 11,820 228,328 205,035 205,753 57,429 04/15/11

NM 3,251 103,055 99,022 99,562 37,622 04/15/11

NM 11,141 757,574 611,681 609,677 196,204 04/15/11

N 2,887 21,454 20,980 22,899 8,986 04/15/11

SA 110,217 2,977,290 2,736,201 2,752,261 276,107 04/15/11

NM 9,558 451,683 371,494 359,734 191,415 04/29/11

NM 2,751 66,282 65,439 66,587 26,709 04/29/11

NM 11,419 291,196 294,769 295,306 100,197 04/29/11

N 7,247 342,079 308,784 306,179 53,519 04/29/11

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

178 



2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関（続き）

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

The Park Avenue Bank Bank of the Ozarks

Valdosta, GA Little Rock, AR

Coastal Bank Premier American

Cocoa Beach, FL Bank, N.A.

Miami, FL

Atlantic Southern Bank CertusBank, N.A.

Macon, GA Easley, SC

First Georgia Banking Co. CertusBank, N.A.

Franklin, GA Easley, SC

Summit Bank Columbia State Bank

Burlington, WA Tacoma, WA

First Heritage Bank Columbia State Bank

Snohomish, WA Tacoma, WA

Atlantic Bank and Trust First Citizens Bank and

Charleston, SC Trust Company, Inc.

Columbia, SC

First Commercial Bank of
Tampa Bay

Stonegate Bank

Tampa, FL Fort Lauderdale, FL

McIntosh State Bank Hamilton State Bank

Jackson, GA Hoschton, GA

Mountain Heritage Bank First American Bank and

Clayton, GA Trust Company

Athens, GA

Colorado Capital Bank First-Citizens Bank &

Castle Rock, CO Trust Company

Raleigh, NC

First Chicago Bank and Trust Northbrook Bank &

Chicago, IL Trust Company

Northbrook, IL

Signature Bank Points West

Windsor, CO Community Bank

Julesburg, CO

First Peoples Bank Florida Community

Port Saint Lucie, FL Bank, N.A.

Miami, FL

High Trust Bank Ameris Bank

Stockbridge, GA Moultrie, GA

One Georgia Bank Ameris Bank

Atlanta, GA Moultrie, GA

Summit Bank The Foothills Bank

Prescott, AZ Yuma, AZ

SM 38,484 849,409 724,483 694,752 326,980 04/29/11

SA 3,880 129,429 123,950 124,171 20,561 2005/6/11

NM 22,000 741,855 707,643 680,442 279,539 05/20/11

NM 27,959 730,981 702,231 672,275 177,408 05/20/11

NM 4,495 142,729 131,631 127,373 21,969 05/20/11

NM 9,427 173,478 163,303 161,772 41,368 05/27/11

SA 3,996 208,204 191,614 185,844 44,145 2006/3/11

NM 2,163 98,624 92,641 92,400 34,940 06/17/11

NM 20,633 339,929 324,403 312,588 87,540 06/17/11

NM 2,779 103,716 89,554 91,032 45,738 06/24/11

NM 7,078 665,806 635,202 628,260 287,099 2007/8/11

SM 17,859 896,864 830,530 834,519 275,894 2007/8/11

NM 2,723 62,518 60,349 61,752 26,373 2007/8/11

NM 8,323 225,035 207,621 214,077 12,387 07/15/11

NM 2,440 180,340 177,221 177,388 70,381 07/15/11

NM 1,861 177,715 158,123 157,917 48,939 07/15/11

NM 2,455 73,066 67,471 68,365 15,428 07/15/11

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合
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2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関（続き）

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

Bank of Choice Bank Midwest, N.A.

Greeley, CO Kansas City, MO

Landmark Bank of Florida American Momentum Bank

Sarasota, FL Tampa, FL

Southshore Community Bank American Momentum Bank

Apollo Beach, FL Tampa, FL

BankMeridian, N.A. SCBT National Association

Columbia, SC Orangeburg, SC

Integra Bank, N.A. Old National Bank

Evansville, IN Evansville, IN

Virginia Business Bank Xenith Bank

Richmond, VA Richmond, VA

Bank of Shorewood Heartland Bank &

Shorewood, IL Trust Company

Bloomington, IL

Bank of Whitman Columbia State Bank

Colfax, WA Tacoma, WA

First National Bank of
Olathe

Enterprise Bank & Trust

Olathe, KS Clayton, MO

Public Savings Bank Capital Bank, N.A.

Huntingdon Valley, PA Rockville, MD

First Choice Bank Inland Bank & Trust

Geneva, IL Oak Brook, IL

First Southern National Bank Heritage Bank of the South

Stateboro, GA Albany, GA

Lydian Private Bank Sabadell United Bank, N.A.

Palm Beach, FL Miami, FL

Creekside Bank Georgia Commerce Bank

Woodstock, GA Atlanta, GA

Patriot Bank of Georgia Georgia Commerce Bank

Cumming, GA Atlanta, GA

The First National Bank of
Florida

CharterBank

Milton, FL West Point, GA

Bank of the Commonwealth Southern Bank &

Norfolk, VA Trust Company

Mount Olive, NC

Citizens Bank of Northern
California

Tri Counties Bank

Nevada City, CA Chico, CA

First International Bank American First

Plano, TX National Bank

Houston, TX

NM 33,194 954,106 818,670 812,887 216,810 07/22/11

SM 7,972 266,482 244,362 238,884 38,542 07/22/11

NM 1,337 41,252 41,434 42,091 12,515 07/22/11

N 3,650 232,648 209,737 206,959 69,114 07/29/11

N 140,008 1,994,430 1,693,592 2,219,143 205,874 07/29/11

SM 581 83,493 72,955 78,785 21,523 07/29/11

NM 6,681 110,723 104,021 106,460 29,692 2008/5/11

SM 23,299 548,570 515,732 498,979 135,323 2008/5/11

N 27,367 538,091 524,290 511,819 119,472 2008/12/11

SB 904 46,818 45,770 48,185 14,982 08/18/11

NM 3,221 141,016 137,215 131,111 35,184 08/19/11

N 8,873 164,599 159,673 147,285 43,901 08/19/11

SA 26,875 1,700,117 1,253,835 1,277,109 292,057 08/19/11

NM 2,204 102,338 96,583 98,591 32,227 2009/2/11

NM 2,468 150,751 140,612 136,077 48,986 2009/2/11

N 12,096 296,841 280,095 248,052 50,203 2009/9/11

SM 20,383 985,096 901,845 864,974 268,111 09/23/11

NM 16,248 288,765 253,079 241,383 41,053 09/23/11

NM 9,148 239,916 208,775 205,505 57,644 09/30/11

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合
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2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関（続き）

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

The RiverBank Central Bank

Wyoming, MN Stillwater, MN

Sun Security Bank Great Southern Bank

Ellington, MO Springfield, MO

Blue Ridge Savings Bank,
Inc.

Bank of North Carolina

Asheville, NC Thomasville, NC

Country Bank Blackhawk Bank & Trust

Aledo, IL Milan, IL

First State Bank Northfield Bank

Cranford, NJ Staten Island, NY

Piedmont Community Bank State Bank &

Gray, GA Trust Company

Macon, GA

Community Banks of Colorado Bank Midwest, N.A.

Greenwood Village, CO Kansas City, MO

Community Capital Bank State Bank &

Jonesboro, GA Trust Company

Macon, GA

Decatur First Bank Fidelity Bank

Decatur, GA Atlanta, GA

Old Harbor Bank 1st United Bank

Clearwater, FL Boca Raton, FL

All American Bank International Bank

Des Plaines, IL of Chicago

Chicago, IL

Mid City Bank, Inc. Premier Bank

Omaha, NE Purdum, NE

SunFirst Bank Cache Valley Bank

Saint George, UT Logan, UT

Community Bank of Rockmart Century Bank of Georgia

Rockmart, GA Cartersville, GA

Central Progressive Bank First NBC Bank

Lacombe, LA New Orleans, LA

Polk County Bank Grinnell State Bank

Johnston, IA Grinnell, IA

Premier Community Bank of
the Emerald Coast

Summit Bank, N.A.

Crestview, FL Panama City, FL

Western National Bank Washington Federal

Phoenix, AZ Seattle, WA

NM 31,327 419,723 384,120 385,166 74,971 2010/7/11

NM 19,213 351,492 280,649 282,436 121,734 2010/7/11

SB 5,503 161,430 159,628 161,760 41,985 10/14/11

NM 6,476 195,034 180,835 180,555 67,225 10/14/11

NM 3,883 191,852 188,099 190,497 49,650 10/14/11

NM 5,022 198,993 178,773 177,419 75,872 10/14/11

SM 52,119 1,280,964 1,239,630 1,217,323 227,340 10/21/11

NM 4,032 165,291 157,808 157,578 66,293 10/21/11

NM 8,213 184,750 172,042 171,399 36,898 10/21/11

NM 7,506 209,048 212,184 211,246 43,507 10/21/11

NM 1,341 34,800 30,542 32,075 11,594 10/28/11

NM 6,638 106,075 105,461 102,662 17,390 2011/4/11

NM 4,862 198,081 169,135 150,980 53,230 2011/4/11

NM 2,567 62,383 55,906 57,481 18,898 2011/11/11

NM 26,761 383,132 347,720 346,598 61,919 11/18/11

NM 7,112 91,580 81,967 82,181 17,339 11/18/11

NM 2,782 125,976 112,050 111,322 35,512 12/16/11

N 2,678 162,872 144,491 145,903 42,869 12/16/11

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合
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2011年中に閉鎖されたＦＤＩＣ被保険金融機関（続き）

（単位：千ドル）

名称及び所在地
銀行
種類

預　金
口座数

総資産※ 総預金※

付保預金への
資金供給及び

その他の支払額

預金保険基金の
推定損失額※※

閉鎖または
承継日

管財人／承継銀行
及び所在地

付保預金の移転／資産負債承継
Enterprise Banking Co. Federal Deposit Insurance

McDonough, GA Corporation

FirsTier Bank Federal Deposit Insurance

Louisville, CO Corporation

NM 2,173 99,461 94,591 106,020 44,600 01/21/11

768,384 270,815 01/28/11NM 10,399 764,090 718,797

銀行種類コード
ＮＭ＝連邦準備制度に非加盟の州免許銀行　　　　　ＳＢ＝貯蓄銀行　　　　　　　　　　　ＳＭ＝連邦準備制度に加盟の州免許銀行
Ｎ　＝国法銀行　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＩ＝株式・相互貯蓄銀行　　　　　　ＳＡ＝貯蓄組合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 総資産と総預金のデータは、破綻前に金融機関によって提出された直前の「コール・レポート」に基づいて

いる。 

※※ 推定損失は2011年12月31日現在。推定損失は、最終的に資産価値や回収見込額に影響を及ぼす、新しい鑑

定と資産売却の最新情報で定期的に調整されている。この数値は、預金保険の支払義務に起因するＤＩＦに

対する推定損失を示すもので、「決済性口座保証プログラム」及び「債務保証プログラム」に伴う請求に割り

当てられる推定損失は、ここに含まれていない。 

 

 

 

182 



預金者保護のための支払いに係る預金保険基金回収額及び損失額　 1934～2011年

（単位：千ドル）

年
銀行及び貯蓄
金融機関数

資産総額 預金総額
付保預金への
資金供給及び

その他の支払額
回収額

推定追加
回 収 額

推　定
損失額

2,509 914,003,552 685,069,066 561,016,616 390,577,746 48,373,749 122,065,121

2011 92 34,922,997 31,071,862 31,531,359 910,708 22,675,379 7,945,272

2010 157 92,084,987 79,548,141 82,172,287 49,268,600 9,999,848 22,903,839

2009 140 169,709,160 137,067,132 135,863,380 82,330,857 11,800,273 38,732,250

2008 25 371,945,480 234,321,715 205,431,491 182,605,479 2,651,137 20,174,875

2007 3 2,614,928 2,424,187 1,914,408 1,368,679 343,954 204,775

2006 0 0 0 0 0 0 0

2005 0 0 0 0 0 0 0

2004 4 170,099 156,733 138,912 134,978 17 3,917

2003 3 947,317 901,978 883,772 812,933 8,192 62,647

2002 11 2,872,720 2,512,834 2,126,922 1,689,034 68,928 368,960

2001 4 1,821,760 1,661,214 1,605,191 1,128,577 180,378 296,236

2000 7 410,160 342,584 297,313 265,175 0 32,138

1999 8 1,592,189 1,320,573 1,307,226 711,758 4,584 590,884

1998 3 290,238 260,675 292,686 58,248 11,608 222,830

1997 1 27,923 27,511 25,546 20,520 0 5,026

1996 6 232,634 230,390 201,533 140,918 0 60,615

1995 6 802,124 776,387 609,043 524,571 0 84,472

1994 13 1,463,874 1,397,018 1,224,769 1,045,718 0 179,051

1993 41 3,828,939 3,509,341 3,841,658 3,209,012 0 632,646

1992 120 45,357,237 39,921,310 14,540,882 10,866,745 110 3,674,027

1991 124 64,556,512 52,972,034 21,499,236 15,656,282 629,341 5,213,613

1990 168 16,923,462 15,124,454 10,812,484 8,040,995 0 2,771,489

1989 206 28,930,572 24,152,468 11,443,281 5,247,995 0 6,195,286

1988 200 38,402,475 26,524,014 10,432,655 5,055,158 0 5,377,497

1987 184 6,928,889 6,599,180 4,876,994 3,014,502 0 1,862,492

1986 138 7,356,544 6,638,903 4,632,121 2,949,583 0 1,682,538

1985 116 3,090,897 2,889,801 2,154,955 1,506,776 0 648,179

1984 78 2,962,179 2,665,797 2,165,036 1,641,157 0 523,879

1983 44 3,580,132 2,832,184 3,042,392 1,973,037 0 1,069,355

1982 32 1,213,316 1,056,483 545,612 419,825 0 125,787

1981 7 108,749 100,154 114,944 105,956 0 8,988

1980 10 239,316 219,890 152,355 121,675 0 30,680

1934-1979 558 8,615,743 5,842,119 5,133,173 4,752,295 0 380,878

銀行及び貯蓄金融機関の破綻

※４

※４

※４

※１

※２ ※３ ※３
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預金者保護のための支払いに係る預金保険基金回収額及び損失額（続き） 1934～2011年

（単位：千ドル）

銀行及び貯蓄
金融機関数

資産総額 預金総額
付保預金への
資金供給及び

その他の支払額
回収額

推定追加
回 収 額

推　定
損失額

154 3,317,099,253 1,442,173,417 11,630,356 6,199,875 0 5,430,481

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

8 1,917,482,183 1,090,318,282 0 0 0 0

5 1,306,041,994 280,806,966 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

2 33,831 33,117 1,486 1,236 0 250

3 78,524 75,720 6,117 3,093 0 3,024

1 14,206 14,628 4,935 2,597 0 2,338

1 4,438 6,396 2,548 252 0 2,296

80 15,493,939 11,793,702 1,730,351 189,709 0 1,540,642

19 2,478,124 2,275,642 160,877 713 0 160,164

7 712,558 585,248 158,848 65,669 0 93,179

4 5,886,381 5,580,359 765,732 406,676 0 359,056

2 40,470,332 29,088,247 5,531,179 4,414,904 0 1,116,275

4 3,611,549 3,011,406 764,690 427,007 0 337,683

10 10,509,286 9,118,382 1,729,538 686,754 0 1,042,784

3 4,838,612 3,914,268 774,055 1,265 0 772,790

1 7,953,042 5,001,755 0 0 0 0

4 1,490,254 549,299 0 0 0 0

1982

1981

1980

1934～1979

1990

1989

1988

1987

1986

1985

1984

1983

1996

1995

1994

1993

2006

2005

1992

1991

2002

2001

2000

1999

1998

1997

2004

2003

資金援助による処理

年

2011

2010

2009

2008

2007

※5

※5

※5

※5

※２ ※３ ※３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ＦＤＩＣにより閉鎖された金融機関には、預金のペイオフ、付保預金の移転、及び預金の承継のケースが含まれる。 

※２ 1990年から2005年の数値は、ＢＩＦとＳＡＩＦにおける破綻の合計（ＲＴＣの取扱を除く）を表している。1990年より前の計数は

ＢＩＦのみのものである。 1995年以降、すべての貯蓄金融機関の閉鎖がＦＤＩＣの責任になり、数値はＳＡＩＦに反映されている。 

2006年から2011年の間の計数はＤＩＦのものである。 

※３ 資産と預金のデータは破綻前に提出された直前の「コール・レポート」またはＴＦＲに基づいている。 

※４ 数値には「決済性口座保証プログラム（ＴＡＧ）」のもとでの決済性口座の填補が含まれる。2008年、2009年、2010年の各ＴＡＧ勘

定についての、2010年12月31日現在の推定損失額は、それぞれ、1,900万ドル、16億3,900万ドル、５億7,100万ドルである。 

※５ システミック・リスクの決定のもとで、支援が提供された金融機関を含む。破綻処理の最小費用要件のもとでの推定額を超えるあら

ゆるコストが、ＦＤＩＣ被保険金融機関すべてに対する特別保険料を通して回収されることになる。 
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